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 建設廃材の再資源化に関する研究は，近年急速に進展し，今やコンクリート廃材等については 100％

近い再資源化率となっている．これに対し，建設汚泥は，平成 14 年度の建設副産物実態調査報告による

と約 69％と低迷している．その理由として，泥土の質的多様性により利用目的にあった物質の生産が難

しい，あるいはその生産において多額の費用を必要とする等が挙げられる． 

本論文は，地盤改良時に生起する自硬性汚泥や土圧式シールドの際排出される非自硬性汚泥等の建設

廃材を経済的に処理し，また有効利用するための方法を提案する．更にこれを実務に適用して良好な結

果が得られたので，これについて具体的に報告するものである． 

 

     キーワード: 泥土，建設汚泥，ゼロエミッション，産業廃棄物，安定処理工法，粒状固化工法 
      

 
１．はじめに 
 
平成 14 年度の建設副産物の実態調査によれば，

建設泥土の発生量は約 800 万トンと言われており，

その再資源化率は約 69％でコンクリート廃材など

に比べ低迷している．建設汚泥（泥土）は，従来，

管理型最終処分場での埋め立てや海洋投棄で処理さ

れてきたが，環境問題や処分場の残余容量が逼迫し

ている実情に鑑み，減量化や再利用のための技術開

発が急務とされてきた．しかし，泥土の減量・最小

化は，経済活動の発展を考えると自ら限界があり，

また最終処分場の延命対策にはなるが，泥土処理の

根本的な解決策にはなり得ない側面を有している．

したがって，今後の泥土処理の目指す方向は，リサ

イクル体制の確立と処理土の有効利用と言ってよい． 

従来の泥土リサイクル処理は脱水や乾燥処理が主

体であり，泥土を処理場に搬入して，沈殿・濃縮・

脱水・乾燥処理の過程を経て固形化し，それを破砕

して地盤材料として再利用するものであった．しか

し，この処理では乾燥に時間を要し，広大な敷地が

必要で，濁水の処理や廃棄に伴う環境問題が指摘さ

れるため，最近では泥土にセメントや石灰等の固化

材を添加混合して工学的性質や施工性を改善する

“安定処理工法”が主流になりつつあり，固化材の

選定や処理技術によって，安定処理工法には現在，

幾多の手法が提案され，処理技術の経済性や適用性，

処理土の品質や有効利用の方法が競われている． 

本論文で紹介する「粒状固化工法：イーキューブ

システム」は発生廃棄物に対し，その流動程度に応

じて固化材や高分子凝集剤を添加し，これを新たに

開発した連続ミキサーに投入して 20～50 秒間攪拌

することにより，固化した改良土を粒状に生成して

地盤材料に再利用する工法である．この工法は，①

固化材として石炭フライアッシュ（これも産業廃棄

物）を有効利用すること，②処理装置がコンパクト

で可動式のため現場環境の制約が少ないこと，③多

様な泥土に対応でき使用目的に応じた強度の粒状体

が生産できるので改良土の用途範囲が広いこと等，

他の類似工法には見られない特徴を有している． 

本論文は，地盤改良時に生起する自硬性汚泥，土

圧式シールドで排出される泥土，港湾・河川の浚渫

土等の非自硬性汚泥を経済的に処理し，有効利用す

るための方法を提案するとともに，改良土の品質性

能と実務への適用性について報告するものである． 

 

 

２．システムの概要1)

 
 本システムの主装置は，泥土ホッパー，泥土定量

供給装置，固化材定量添加装置，混合攪拌装置（特
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殊連続ミキサー）等から構成される移動式粒状固化

プラントで，10tトラックで運搬が可能である．特

殊連続ミキサーは移動翼と攪拌翼からなり，泥土は

２種類の固化材と混練されながら搬送され，この過

程で，処理土は粉砕・分散されるので処理効率と混

練の均質性が向上し連続的な処理が可能となる． 

 

(1) 施工手順 
施工手順を図-1に示す．また，各工程の概要は次

の通りである． 

① 地盤改良工事等から発生した高含水の泥土等は，

ピットないしは水槽にて一時貯泥を行う．この

際，ブリーディング率の大きな泥土は固液分離

を行い，含水比を低下させる．更に，自硬性汚

泥や固結シルトを含む泥土は，性状が一様では

ない場合が多く，ローター付スケルトンバケッ

ト等を用い調泥を行う． 

② 泥土供給装置への泥土の投入は，通常，バック

ホウにて行う．泥土に50mm以上の礫等が混入し

ている場合は，分級機（振動フルイ，トロンメ

ルスクリーン，スケルトンバケット等）を用い

て礫等を除いた後，投入する． 

③ ホッパーに投入された泥土は，スクリューフィ

ーダにより定量供給され，特殊連続ミキサーに

搬送される． 

④ 搬送された泥土は，高分子凝集剤，固化材の順

で定量添加され，移動翼と攪拌翼を持つ特殊連

続ミキサーで連続的に混練・搬送され，改質土

としてベルトコンベアーで排出される． 

写真-1に泥土圧シールドにより排出された泥土の

貯泥状況を、写真-2，-3に泥土の投入状況と処理土

の搬出状況を示した。投入と搬出の間に要する時間

は20～50秒程度である．写真-4は改質土の積込状況

を示したものである． 

  

 
 

 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
写真－１ 貯泥状況（泥土圧シールド）

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 写真－２ 泥土投入状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真－３ 搬出状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2)本工法の特徴 

a)混練性能の高いミキサーの開発 

泥土と固化材を混合するミキサーは，形式的に①

２軸パドルミキサ混練方式，②垂直攪拌方式，③傾

斜型スクリュ混合方式，④バッチ方式の4方式に区

スクリューフィーダ 

図－１ 施工フロー 

 建設汚泥（自硬性,非自硬性）,
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写真－４ 改質土の積込状況 
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分される．表-1はこれらミキサーの特徴を示したも

のであり，傾斜型スクリュ混合方式は連続的に処理

でき，概して時間処理能力が高いとされている．本

工法で新たに開発したミキサーはこの方式に属する

もので，可動性に優れ省スペース化が図られている． 

表-2は総掘削土量と日最大汚泥処理量の関係を示

したものであり，一日の処理量が概ね100～300m3の

範囲であれば，各種工事から発生する泥土の処理は

可能であると考えられる.本工法では，汎用機とし

て時間当たりの処理能力25～30m3/hを持つミキサー

の開発を行った． 
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ｂ）循環型社会を目指した固化材の開発 

 本工法では，高分子凝集剤とセメント系固化材の

２種類の固化材を選定している．高分子剤の作用機

能は，高分子中の吸着活性基で静電気力及び水素結

合により土粒子に吸着し，粒子間架橋作用により団

粒化構造を形成すると考えられている．また，石炭

フライアッシュは，それ自体水硬性を持たないが，

セメントを混入して使用すると，セメントの水和過

程で生じる水酸化カルシウムと徐々に反応して安定

なケイ酸カルシウム等の化合物を作るポゾラン反応

を示すため，長期にわたり強度が増加し，水密性や

耐久性が向上することが知られている．従来技術に

おけるバックホウやスタビラザー等の原位置混合は

均質性に欠け，また処理効率が低いミキサーの使用

は往々にして必要以上に固化材を投入する傾向があ

った．また，固化材の経済性は添加量と効果の関係

より評価されるべきであり，したがって材料費自体

が廉価であっても効果が希薄であれば添加量を増す

必要があり，低廉な固化材を選定することが有利と

なるわけではない． 
表－１ ミキシング方式の比較2)

 本工法では，石炭フライアッシュとセメントを主

成分とし，数種類の無機化合物を混合した特殊添加

剤を開発し，これを添加することにより固化性能の

向上を図っている．普通ポルトランドセメントより

若干高いものの，軟弱地盤用土質改良材よりは安価

であり，石炭フライアッシュの利用は循環型社会形

成の観点から鑑みても有意義であると思われる． 

 

 

３．実務への適用 
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(1)発生泥土の物理的特性 

表-2は，本工法を実務で適用した泥土の物理的性

質を示したものである．発生時の泥土の含水比は液

性限界より高く，いずれもスラリー状～泥水状を呈

するものであり，細粒分が７割以上占めるものや水

素イオン濃度pHが高いもの，有機分が多い（強熱減

量が高い）もの等，性状の異なる泥土に対して本工

法の適用性の評価を行った．なお，同表に示すフロ

ー値及びスランプは，発生泥土に対し日本道路公団

規格（JHS A 313-1992）エアモルタル及びエアミル

クの試験方法（シリンダー法），コンクリートのス

ランプ試験法（JIS A1101:1998）により測定した値

であり，それぞれの測定状況は写真-5,-6に示すと

おりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-5 スランプ試験 写真-6シリンダー法による 

フロー値の測定試験 

日
最
大
汚
泥
処
理
量
（
ｍ
）
３

1×10
3

1×10
5

1×10
4 1×10

6

図－２ 総掘削量と最大汚泥処理量の関係3)
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表-2 泥土の物理特性 

分  類 非 自 硬 性 汚 泥 自 硬 性 汚 泥 

試料名称 

泥土圧 

ｼｰﾙﾄﾞ工法

排泥 

採石場 

沈砂池    

堆積土 

造成地  

沈砂池    

堆積土 

港 湾  

浚渫土 

河 川  

浚渫土 

ＲＪＰ工法 

排泥 

ＳＪＭ工法 

排泥 

ＴＲＤ工法

排泥 

土粒子密度(g/cm3) 2.704 2.669 2.652 2.627 2.671 2.687 2.651 2.804 

湿潤密度 (g/cm3) 1.611 1.558 1.742 1.385 1.868 1.300 1.307 1.893 

含 水 比 (%) 60.6 75.2 49.8 102 33.7 167 160 29.5 

フロー値 (mm) － － 90 90 85 205 180 120 

スランプ (cm) 21.0 16.5 － 16.5 12.0 － － － 

液性限界 (%) 37.9 60.1 44.1 41.3 ＮＰ － － － 

塑性限界 (%) 26.1 26.1 33.1 28.4 ＮＰ － － － 

塑性指数 11.8 34.0 11.0 12.9 － － － － 

液性指数 2.9 1.4 1.5 5.7 － － － － 

礫  分 (%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂  分 (%) 30.3 43.9 30.0 28.6 57.9 33.0 33.1 84.7 

シルト分 (%) 50.0 20.5 40.9 51.6 22.5 36.5 40.8 10.3 

粘 土 分 (%) 19.7 35.6 29.1 19.8 16.9 30.5 26.1 5.0 

細 粒 分 (%) 69.7 56.1 70.0 71.4 39.4 67.0 66.9 15.3 

均等係数 31.3 － － － － － － 15.9 

曲率係数 1.9 － － － － － － 1.3 

分 類 名 シルト 粘 土 シルト シルト 細粒分質砂 シルト シルト 細粒分質砂

分類記号 ＭＬ ＣＨ ＭＬ ＭＬ ＳＦ Ｍ Ｍ ＳＦ 

強熱減量 (%) － 5.2 6.9 10.2 2.5 － － － 

ｐＨ 9.7 7.2 6.8 7.5 10.8 11.1 11.8 11.4 
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図-3 三角座標                 図-4 泥土の粒度曲線 

 

a)粒度特性 

 発生泥土の粒度組成は表-2及び図-3（三角座標）

に示すとおりであり，粒度曲線を図-4に示す．図-3

には改質土の粒度組成も併記したが，いずれも日本

統一分類のSF～SGに属する砂質土に改質されている

ことが分かる． 

b)含水比とフロー値，スランプの関係 

 図－5，-6は含水比とフロー値及びスランプの関

係を示したものである．含水比とフロー値及びスラ

ンプの間には，いずれも有意な線形関係（相関係数

ｒ≧0.96）が認められ，直線の勾配は細粒分の多い

泥土ほど小さく，逆に細粒分の少ない泥土ほど大き

い．すなわち，細粒分の少ない泥土の流動性は含水

比の変化に対し鋭敏に反応する．泥土の改質に必要

とされる固化材添加量の多少が，細粒分含有量に支

配されることは周知の事実である．含水比の変化に

鋭敏に反応する細粒分の少ない泥土が，細粒分の多

い泥土に比べ固化材が少なくて済むことは，流動性

と含水比の関係からも理解される. 

 

(2) 室内配合試験 
泥土の改質に当たっては，汚泥の性状，要求品質を 
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図－5 含水比とフロー値の関係 
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図－6 含水比とスランプの関係 

 

考慮し適切な配合設計を行う必要がある．一般に品

質判定のための試験項目には，コーン指数 (JIS T 

716)，一軸圧縮強さ(JIS A 1216)及び CBR (JIS 

A1211)等 が用いられる．また，改質土の品質区分

はコーン指数を指標としていることが多く，試験方

法も簡易であることから，本工法の配合試験でもこ

の方法を採用した． 

 改質時における固化材の添加量は，当然のことな

がら含水比が高く流動性に富む状態にあるほど多く

必要とする．前述したように流動性と含水比は高い

相関関係を示し，泥土の状態はフロー値もしくはス

ランプを指標として判断できると考えられる． 

図-7は，河川浚渫土の室内配合試験結果を示した

ものである．この現場では，改質土を河川堤防の築

堤用土として流用する計画であり，品質要求は第3

種処理土（qc≧400ｋN/m2）相当とされた．そこで，

泥土の含水比をW=30,40,50%に調整し，それぞれの

フロー値，スランプを測定した上で，1m3当たり

10kgの高分子凝集剤(旭有機材：S-1T)と固化材（80，

100,120kg/m3）を添加しコーン指数を把握した．品

質強度を満足する固化材の添加量は含水比（フロー

値，スランプ）と指数的な関係にあり，W=50%の状

態にある泥土では，添加量の多少により得られるコ

ーン指数の差は小さい.このことは，経済的な改質

を行う上で，２章の(1)で述べた貯泥及び固液分離

による調泥作業や，如何に含水比を押さえた泥土を

採取するかが重要な課題であることを示唆するもの

である． 
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図-7 室内配合試験例（河川浚渫土） 

 

(3)改質土の工学的特性 

a) 粒度特性 
図-8，図-9に実機により改質した処理土の粒度曲

線を示す．泥土圧シールドの排泥に対しては高分子

凝集剤を10kg/m3添加し，固化材は80～250kg/m3の

範囲で変化させ改質を行った．図中nなる値は，

Talbot4)が提案した式(1)で表される指数である． 

100×⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛=

n

D
dP        (1) 

粒度分布を表す指数。

最大粒径任意粒径：通過質量百分率ここで

:
    ,:,:,,

n
DdP  

図-8に示すとおり，シールド汚泥におけるnの値

は,固化材の添加量が多い処理土ほど大きく，添加

量の少ない処理土ほど小さい.また，自硬性汚泥を

改質した場合の処理土は概ねn=0.3～0.5の範囲にあ

る．大根5)はフイルダムの築堤用土として泥岩材料

やまさ土を用いた場合，撒出・転圧による粒度組成
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と強度低下の関係を調べ，強度低下を起こさないた

めのn値としてn≒0.3を提案している．また，Lee6）

はn=0.25～0.50のTalbot曲線はアースダム用の天然

材料を選ぶ場合の基準となり得ることを提案してい

る．固化材の添加量により粒度組成はn=0.2～0.5の

範囲に調整することが可能であり，多種多様な処理

土の生産が可能であるものと思考される. 
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図-8 泥土圧シールド排泥土の改質前後の粒度曲線 
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図-9 ＳＪＭ工法排泥土の改質前後の粒度曲線 
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図-10 河川浚渫土における改質土のqcの経時変化 

 

b) 現場強度と室内強度の比較 
 地盤改良マニュアル７)によれば，バックホウやス

タイビライザー等を用いた原位置混合では，現場と

室内で得られる強度比（現場／室内）は平均的に

0.5程度であるとしている．これは，攪拌性能によ

る混合程度の相違と養生温度の相違に起因する強度

の差，及び改良区域での土質のバラツキや含水比の

相違による現場強さの変動により生じるものと考え

られており，室内配合試験時には，（現場／室内）

強度比の逆数を割り増し係数とし，添加量を決定す

るよう規定している．図-10は，河川浚渫土の改質

土におけるコーン指数の経時変化を，実機による結

果（実線）と室内配合試験の結果（破線）を対比し

示したものである．同図に示すとおり，本工法にお

ける（現場／室内）強度比は，ほぼ1.0に近い結果

が得られており，混練性能の高いミキサーの使用，

調泥作業にる土質性状のバラツキの抑制，フロー管

理による固化材添加量の適正化等による成果と考え

られる． 

c) CBR特性 
図-11に泥土圧シールド排泥土の改質土の一軸圧

縮強度とCBR値の関係を示す．自然土における両特

性の間には,概ねCBR≒0.045quの相関があるとされ

ており，ほぼ類似した結果が得られている.また，

CBR値はいずれも絶対値が10%以上であり,簡易舗装

道路の下層路盤や規格の最も厳しい高速道路の路床

にも適用できる結果となっている.また,水浸時の膨

張比は1%以下が得られており良好な路床材料の範疇

に入る. 
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図-11 quとCBR値の関係（泥土圧シールド排泥土の改質） 
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